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1.3.府債の発行状況

京都府における平成20年度中起債見込額は【表1.3-1】のとおりである。道路事業に関係する土木債の発行額360億円

は起債総額948億円の38.1％を占めている。

なお、【表1.2】においては土木と公営住宅の２区分に分かれているが、それぞれの平成20年度中起債見込額346億円

と13億円を合算した360億円が【表1.3-1】の土木債の平成20年度中起債見込額360億円と一致することになる。

【表1.3-1】平成20年度中起債見込額内訳

（単位：千円）

【表1.3-1】の土木債の平成20年度中起債見込額360億円の内訳は【表1.3-2】のとおりである。このうち、道路事業に

関係する起債は「道路橋りょう債」188億円と「都市計画債」15億円の計204億円であり、平成20年度中起債見込額にお

ける土木債の56.6％と半分以上を占め、平成20年度中起債見込額全体でも21.5％を占めている。

【表1.3-2】平成20年度中起債見込額における土木債の内訳
（単位：千円）
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２ 往査施設

2.1.新名神高速道路（城陽～八幡東）

【新名神(城陽～八幡東)左：東方向を望む 右：西方向を望む】

【新名神（城陽～八幡東）予定地航空写真】

2.1.1.概要

路線名：近畿自動車道名古屋神戸線

延長 約174㎞ 整備計画区間 約171㎞ 基本計画区間 約３㎞

設計速度 名古屋市～四日市市 100㎞／ｈ

四日市市～神戸市 80㎞／ｈ

車線数 全線６車線

2.1.2.役割

新名神高速道路の整備及びアクセス道路の整備により、周辺地域の交通利便性は向上し、新たな産業の誘致が促進さ

れる。また、高速ネットワークの整備は、市場を拡大し、既存の地域産業の活性化にもつながり、地域の暮らしに活力

とゆとりを与える。

2.2.府道山手幹線（八幡～薪）

主要地方 八幡木津線 山手幹線（薪工区）道路整備促進事業
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都市計画道路山手幹線（薪工区）地方道路交付金（街路）事業

左【山手幹線（八幡～薪）】北方向を望む 右【山手幹線（八幡～薪）】南方向を望む

2.2.1.概要

山手幹線は八幡市八幡南山の国道１号を起点とし、京田辺市、精華町を経て、木津川吐師の府道八幡木津線を終点と

する延長約16.4㎞の都市計画道路である。本道路は、木津川左岸地域を南北に縦貫する幹線道路であり、交通を円滑化

にするとともに、関西文化学術研究都市をはじめとする各種プロジェクトを支援する重要な役割を担っている。

なお、現在、京田辺市以南については、府道八幡木津線のバイパスとして京都府が整備を進めている。

2.2.2.事業概要

2.2.3.役割

・木津川左岸地域の新たな南北軸の形成

木津川左岸の縦軸である京奈和自動車道、府道八幡木津線に加え、新たな南北軸が形成され、市街地での慢性的な

交通渋滞の緩和を図るとともに、地域整備の促進を図る。

・地域プロジェクトを支援する交通ネットワークの形成

関西文化学術研究都市（学研都市）の田辺地区、南田辺・狛田地区、精華西木津地区などの各地を連絡するととも

に、大規模住宅開発など各種プロジェクトを支援する。

・広域交通ネットワークの形成

広域幹線道路である新名神高速道路、第二京阪道路等と連携し、木津川左岸地区と京阪神地区のみならず、全国と

の新たなネットワークが形成される。

・安全で快適な道路空間の創出

幅20ｍ～25ｍで全線に両側歩道を設置した広幅員道路として整備しており、学研都市を連絡するシンボル的道路と

して、安全で快適な道路空間を創り出す。
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2.2.4.整備効果

現時点では、部分供用であるが、市街地への交通流入の抑制を図り渋滞の緩和、通行の安全性、利便性の向上等の効

果が、表れている。今後、全線供用により、一層の効果が期待されている。

【表2.2.4】国道307号～同志社大学間 開通による効果事例：ＪＲ同志社大学前駅前

2.2.5.事業の進捗状況

【表2.2.5】整備状況 Ｈ20.6月現在（単位：㎞）

（ ）：事業中の暫定２車線供用延長

2.3.国道307号橋梁補修（田辺跨線橋）

【国道307号橋梁補修（田辺跨線橋）】

2.3.1.概要

国道307号線は、滋賀県彦根市を起点とし、大阪府枚方市に至る幹線道路で、国道１号線の京都市圏を迂回して大阪

都市圏へ至る代替ルートとしての機能の他に、関西文化学術研究都市や京奈和自動車道、また新名神高速道路の信楽Ｉ
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Ｃへのアクセス道路としての機能も有している。また、府県間や府内市町間の交流・連携、沿道地域の生活や社会経済

活動をも担う重要な路線である。

田辺跨線橋、大阪府管理区間の緊急輸送道路等級と整合を図るため、平成19年３月に従来の第二次から第一次緊急輸

送道路へと格上げされた国道24号線との交差点から大阪府境の間に位置するＪＲ学研都市線と近鉄京都線を跨ぐ橋梁で

ある。本橋梁は、平成６年度に完成した20径間のコンクリート橋であるが、昭和55年の道路橋示方書を用いており、落

橋防止構造が設置されておらず、また耐震性能の低い橋脚を有しているため、耐震対策を実施して緊急輸送道路ネット

ワークとしての機能強化を図る。

箇 所 名：京都府京田辺市興戸

全 体 延 長：Ｌ＝335ｍ

全 体 事 業 費：Ｃ＝250百万円（250百万円）

Ｈ 20 当 初 事 業 費：Ｃ＝－百万円（－百万円）

Ｈ21要望事業費（ケース１）：Ｃ＝100百万円（100百万円）

Ｈ21要望事業費（ケース３）：Ｃ＝100百万円（100百万円）

Ｈ21 以 降 残 事 業 費：Ｃ＝250百万円（250百万円）

現 況 交 通 量（車 線 数）：14,744台／日（２車線）（Ｈ17センサス）

2.3.2.現在の状況

・落橋防止は、ＪＲ跨線部は単独費で完了済み、近鉄跨線部は単独費で現在施工中

・要対策橋脚については、７基を単独費で施工中

2.3.3.今後の予定

落橋防止10基、橋脚補強12基を21～22年度に施工し、耐震補強を完了

2.4.府道上狛城陽線（多賀バイパスと現道）

主要地方道上狛城陽線（多賀バイパス）道路新設改良事業

地方道路交付金事業（綴喜郡井手町多賀）

左【主要地方道上狛城陽線（多賀バイパス）】 ： 右【主要地方道上狛城陽線（現道）】

2.4.1.概要

主要地方道上狛城陽線は、京都府南部に位置し、木津川山城町上狛を起点に井手町を経由して城陽市に至る道路であ

り、木津川右岸地域を南北に縦断し、沿道地域の日常生活や社会経済活動を支える重要な路線である。本路線の内、井

手町多賀地内においては、幅員が狭い上に人家が連たんしているため、車両の離合はもとより歩行者の通行にも支障を

きたしている状況である。

本事業はバイパスによる道路整備を計画しており、通行の安全確保だけでなく、ＪＲ山城多賀駅前広場等整備計画と

連携して整備することにより、新たな南北交通軸を形成し、井手町のまちづくり事業を支援するものである。

平成20年度は、引き続き築造、舗装工事を進め、全区間の供用開始を目指す。
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2.4.2.事業概要

2.5.府道和束井手線

【和束井手線】

2.5.1.概要

一般府道和束井手線は、相楽郡和束町を起点に綴喜郡井手町に至る幹線道路で、京都府南部地域を東西に結ぶ道路で

あり、沿道住民の生活交通を担う重要な路線である。

本箇所は、幅員が狭く普通車の離合も困難な状況であるため、井手町の観光資源である左馬ふれあい公園までは２車

線整備、集落間を結ぶ区間については、待避所や視距改良等の局所改良を組み合わせた、1.5車線的改良を図るもので、

円滑な交通と安全性を向上し、地域間の連携を強化するとともに、広域的なネットワークである国道24号へのアクセス

性を向上するものである。

2.5.2.現在の状況

・これまでに、道路詳細設計及び一部用地買収を実施。

・Ｈ20は、用地の完了と築造工事の促進を図る。

2.6.京都縦貫自動車道（京丹波わちＩＣ～宮津天橋立ＩＣ）

【京都縦貫自動車道 綾部宮津道路】左：京丹波わちＩＣ 右：宮津天橋立ＩＣ
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2.6.1概要

・路線名称 一般国道478号線京都縦貫自動車道

・事業主体 国土交通省、京都府、京都府道路公社

・整備事業 綾部宮津道路：国庫補助事業、有料道路事業 合併施工

丹波綾部道路：国土交通省直轄事業、有料道路事業 合併施工

・延長 52.6㎞ 綾部宮津道路：23.4㎞

丹波綾部道路：29.2㎞

・構造 道路規格：第１種第３級

車 線 数：４車線（当面２車線で暫定供用）

幅 員：22ｍ（２車線暫定時は12ｍ）

設計速度：80㎞／ｈ

最急縦断勾配：4.0％

最小曲線半径：700ｍ

2.6.2.整備効果

・移動時間の短縮…全線開通することにより、京都市～宮津市間が約90分で直結できる。

・地域の活性化や産業振興に貢献…京都府北部地域周辺には年間800万人を超える観光客が訪れ、そのうち宮津市へ

訪れる観光客の約９割が自動車を利用している。

・災害時の復旧に活躍…災害時には、救助・救援活動、救援物資の緊急輸送路として大きく役立つ。平成16年10月20

日に到来し、近畿北部に甚大な被害をもたらした台風23号の災害の復旧でも京都縦貫自動車道が活躍した。

2.7.宮津野田川道路（鳥取豊岡宮津自動車道）

【宮津野田川道路】

2.7.1.概要

鳥取豊岡宮津自動車道は、平成６年12月に指定を受けた鳥取市から豊岡市を経て宮津市へ至る延長約120㎞の地域高

規格道路であり、京都縦貫自動車道、北近畿豊岡自動車道、中国横断自動車道姫路鳥取線及び山陰自動車道とともに広

域的な高速道路ネットワークを形成する重要な路線として位置付けられている。

そのうち宮津野田川道路は、高規格幹線道路である京都縦貫自動車道と接続し、丹後地域の連携を強化するとともに、

京都府北部地域と京阪神地域や日本海沿岸地域との交流を促進する重要な路線として、平成６年度に事業化された。

１ 事 業 名 鳥取豊岡宮津自動車道（宮津野田川道路）

２ 路 線 名 一般国道312号

３ 事業主体 京都府（京都府道路公社が受託施行）

４ 事業方式 一般国道補助事業

５ 区 間 （自）宮津市字喜多 （至）宮津市字須津

６ 延 長 約6.4㎞

７ 規 格 等 道路規格：第１種第３級 設計速度：80㎞／ｈ

車線数：４車線（当面２車線で暫定供用）

幅員：22ｍ（２車線供用時は12ｍ）

最急縦断勾配：2.0％ 最小曲線半径：700ｍ
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８ 主要構造物

９ 事業経緯

平成６年12月16日 地域高規格道路の計画路線に指定

平成７年４月28日 整備区間に指定

平成11年４月16日 都市計画決定

平成13年１月 本線工事（野田川岩滝ＩＣ）に着手

平成15年９月 本線構造物工事（宮津７号橋）に着手

平成17年11月 第13トンネル完成

平成18年３月 宮津７号橋完成

平成18年10月11日 第12トンネル避難坑貫通

平成18年12月８日 宮津６号橋桁併合

平成20年３月 宮津６号橋完成

平成20年４月17日 第12トンネル本坑貫通

2.8.国道312号橋梁補修工事（若宮大橋）

国道312号（若宮大橋）橋梁補修工事（京丹後市大宮町谷内地内）

【国道312号 若宮大橋 橋梁補修工事】

2.8.1.概要

・形式：鋼単純板桁橋（２連）

・橋長：40.0ｍ ・幅員：車道8.5ｍ、歩道2.5ｍ

工事内容

・落橋防止構造 （橋台部）緩衝チェーン ８基

（橋脚部）ＰＣケーブル ４基

・変位制限構造 （橋台部）せん断ストッパー ８基

（橋脚部）アンカーバー ４基

・工事費 Ｃ＝22百万
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2.8.2.事業目的

第１次緊急輸送道路である国道312号上の橋梁について、耐震補強対策を行うものであり、緊急輸送路としての信頼

性を向上させることを目的とする。

2.9.国道178号（蒲入）

国道178号（蒲入道路）道路新設改良事業（伊根町蒲入地内）

【国道178号（蒲入道路）道路新設改良事業】

2.9.1.概要

国道178号の伊根町長延から蒲入地内の長延峠は、道路幅員が狭く線形不良であり、特に冬季においては交通の難所

となっている。また、蒲入地区は平成17年台風23号、平成18年７月梅雨前線豪雨などの災害で孤立集落となった。

これらの解消を図るため全長2.35㎞のバイパス整備を要望している。

2.9.2.事業概要

2.9.3.事業効果

○ 孤立集落の解消

○ 交通困難箇所の解消

○ 冬季交通の確保

2.10.国道178号（養老伊根バイパス）

道路新設改良事業（宮津市岩ケ鼻～伊根町大原地内）

【国道178号 養老伊根バイパス】左：北東方向を望む 右：南西方向を望む



35

京 都 府 公 報 号外 第27号 平成21年４月30日 木曜日

2.10.1.概要

国道178号は、京都府舞鶴市を起点とし、京都府宮津市、京丹後市を経て鳥取県岩美町に至る延長約192㎞の幹線道路

であり、日本海を周回し、丹後半島の観光を支援するとともに、京都府北部の活性化を図る上で重要な路線である。

養老伊根バイパスは、本路線のうち、宮津市岩ケ鼻から伊根町日出平田間の人家が連坦する未改良区間をバイパスす

る延長4.7㎞の２車線道路である。平成６年度に事業着手し、平成12年度には宮津市側の第１工区（Ｌ＝2.3㎞）の部分

供用を行った。また、平成19年度には、伊根トンネル及び伊根舟屋高架橋を含む第２工区の約1.7㎞を部分供用したと

ころである。

平成20年度は、引き続き、伊根町平田及び大原地内の築造工事の進捗を図る。

2.10.2.事業概要

2.10.3.事業効果

○ 車道拡幅と歩道設置により、通行車両や歩行者の安全性が向上する。

○ 交通の円滑化と歩行者空間の整備により、観光の活性化を支援する。
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2.11.国道178号（府中バイパス）

国道178号（府中道路）道路新設改良事業（宮津市大垣～江尻地内）

【国道178号 府中バイパス】左：北東方向を望む 右：南西方向を望む

2.11.1.概要

国道178号沿線の府中地区は、天橋立及び傘松公園を擁する観光地で土産物店や旅館が建ち並び、観光シーズンや夏

季には交通が著しく輻 していることから、交通安全対策と渋滞対策が求められて、その解消を図るため全長1.4㎞の

バイパスを含む整備事業を進めている。今年度は、現道拡幅部分の歩道の整備と、バイパス部分の築造を行う。歩道に

おいては、当地区内が天橋立観光の拠点地区であることから、それにふさわしい歩道景観の整備を実施する。

2.11.2.事業概要

2.11.3.事業効果

○ 交通の円滑化により地域間交流や地域産業の活性化を支援する。

○ 沿道景観の整備により観光拠点にふさわしいまちづくりを支援する。

2.12.府道舞鶴宮津線

主要地方道 舞鶴宮津線 地域道路改良事業（宮津市字山中～皆原）

【主要地方道 舞鶴宮津線】

2.12.1.概要

舞鶴宮津線は、京都府の宮津市と舞鶴市を結ぶ道路であり、交通量は少ないながら地域の生活を支える道路（地域道

路）となっている。
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本事業箇所は、「1.5車線的道路整備」による整備手法を導入し、事業のスピードアップを図ることで早期に整備レベ

ルを向上させて、道路ネットワーク全体としての機能向上を図っている。平成20年度は、３～７工区の工事を実施する。

2.12.2.事業概要

2.12.3.事業効果

○ １車線改良により、円滑な交通を確保する。

○ 視距改良（見通し確保）及び待避所設置により、小型車（乗用車）同士がすれ違えることができる状況を確保する。

2.13.国道175号（大川橋）

一般国道175号（大川橋）橋梁新設改良事業（舞鶴市八田～藤津）

【一般国道175号 大川橋 橋梁新設改良事業】左：旧橋 右：新橋

2.13.1.概要

一般国道175号は、兵庫県明石市を起点とし、京都府舞鶴市に至る延長約116㎞の幹線道路であり、重要港湾京都舞鶴

港や京都縦貫自動車道（舞鶴大江ＩＣ）へのアクセス道路として、また丹後地方の活性化を支援する道路として重要な

路線である。

本路線の内、由良川を渡河する大川橋は、昭和28年に架設されたが、老朽化が著しく、また幅員狭小で大型車の離合

が困難な状況にあるため、平成11年度から、橋梁の架替と併せて、舞鶴市藤津地内の幅員狭小で急カーブの区間を解消

する総延長約1.2㎞のバイパス事業に着手しており、平成20年度は橋梁上部工及び築造工事の推進を図る。

2.13.2.事業概要

2.13.3.事業効果

○ ４車線、両側歩道の橋梁に架け替えることにより、通行車両や歩行者の交通の安全性と利便性が向上

○ 慢性的な渋滞の解消

○ 京都縦貫自動車道へのアクセス強化

2.14.国道175号（高津江）

一般国道175号公共交通安全施設整備事業（福知山市大江町三河～高津江地内）
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【一般国道175号公共交通安全施設整備事業】左：北西方向を望む 右：南東方向を望む

2.14.1.概要

国道175号は明石市から舞鶴市に至る幹線道路であり、自動車交通量6,525台／12ｈのうち、44％を大型車が占める重

交通路線である。当該事業区間は、小・中学校の通学路となっており、また沿道には障害者福祉施設が立地しているが、

歩道が不連続であるため歩行者の通行上、非常に危険な状況である。このため、連続的な歩道を整備することにより、

歩行者の安全と自動車の円滑な交通を確保するものである。

平成20年度は引き続き築造工事を実施する。

2.14.2.事業概要

2.14.3.事業効果

福知山市大江町高津江～三河地区間の歩行者等の安全確保

2.15.府道綾部大江線 緊急生活道路小規模改良事業（福知山市大江町市原～二箇）

【一般府道 綾部大江線】

2.15.1.概要

本路線は、大江町市原及び二箇地区を主要地方道舞鶴福知山線へ結ぶ府道で地域住民の重要な生活道路である。舞鶴

福知山線から一部区間は２車線で改良済みであるが部分的に幅員狭小区間が存在し車両の通行に支障をきたしている。

京都府の道づくりガイドライン（平成16年３月：京都府策定）では地域道路に位置づけられ1.5車線的道路整備で事業

化し一部２車線改良と５箇所の待避所を設置する事業である。
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平成20年度は引き続き築造工事を実施する。

2.15.2.事業概要

2.15.3.事業効果

舞鶴福知山線と福知山市大江町市原～二箇地区を結ぶ生活道路の円滑な交通確保。

2.16.国道175号（宮川橋）

一般国道175号（宮川橋）道路新設改良事業（福知山市大江町河守～金屋）

【一般国道175号 宮川橋 道路新設改良事業】

左：北東方向を望む 右：南東方向 北近畿タンゴ鉄道を望む

2.16.1.概要

一般国道175号は、兵庫県明石市を起点に京都府福知山市を経由し舞鶴市に至る幹線道路で、府県間や府内都市間の

交流・連携に資するとともに重要港湾京都舞鶴港へのアクセス道路として物流等の社会経済活動を担う重要な路線であ

る。本路線のうち福知山市大江町河守の宮川橋付近は、幅員が狭小で線形も悪いため大型車の離合が困難で交通の安全

に支障をきたしている。また、宮川橋は、昭和33年の架設で車両の大型化耐震設計に対応しておらず早期整備を必要と

していた。

このため、平成17年度より河守地区土地区画整理事業（福知山市施行）とも連携し、地域のまちづくりと一体的に現

道拡幅整備を行っており、平成20年度は用地買収及び橋梁下部工を推進する。

2.16.2.事業概要

2.16.3.事業効果

○ 幅員拡大と線形改良により大型車の離合困難を解消し通行の安全性が向上する。
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○ 老朽橋梁の解消により、道路の信頼性が向上する。

○ 土地区画整理事業と一体整備することにより、新しいまちづくりの骨格となる幹線道路として地域の活性化を支

援する。

2.17.府道福知山綾部線

福知山綾部線 地方道路交付金（街路）事業（福知山市前田～土）

【福知山綾部線】左：西方向を望む 右：東方向を望む

2.17.1.概要

都市計画道路福知山綾部線は、福知山市と綾部市を結び、舞鶴若狭自動車道及び国道９号線へのアクセス道路であり、

交通混雑が著しく、沿線に小中学校、高等学校が多数あり、歩行者及び自転車の交通量が多い幹線道路である。

本事業により、交通混雑の緩和、通学路の整備など交通の円滑化と安全性の向上を図る。

2.17.2.事業概要

2.17.3.事業効果

○ 円滑な交通を確保する。

○ 歩行者・自転車の安全を確保する。

2.18.山城北土木事務所

2.19.中丹東土木事務所 ｝以上、代表して、山城北土木事務所について記載する。2.20.丹後土木事務所

2.20.1.所掌事務
�１総務契約室

・工事契約事務に関すること。

・歳出予算（事業費）の経理に関すること。

・建設業（建設業許可、経営事項審査、指名競争入札参加資格審査）に関すること。

土木事務所の総務事務に関すること。
�２企画調整室

・管内の土木建築行政の企画及び調整に関すること。

・工事の検査、技術管理及び指導に関すること。

・市町に対する助言援助（土木事業、都市計画）に関すること。
�３管理室

・道路、河川、公園及び砂防指定地等の管理及び規制に関すること。

・道路・河川の境界確定事務に関すること。
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・占使用に係る許可及び調定収入事務に関すること。

・採石及び砂利採取の許認可及び指導監督に関すること。

・道路パトロール及び道路維持管理に関すること。
�４用地室

・取得用地の土地及び建物等の調査、補償算定に関すること。

・用地交渉に関すること。

・取得用地の契約及び登記に関すること。
�５道路計画室

・府工事（道路、街路、公園事業等）の企画調整及び設計に関すること。

・府工事（道路、街路、公園事業等）の実施及び監督に関すること。
�６新名神（第二名神）整備促進担当

・新名神（第二名神）整備の調整に関すること。

・新名神（第二名神）関連道路の道路建設に関すること。
�７河川砂防室

・府工事（河川、砂防、急傾斜事業等）の企画調査及び設計に関すること。

・府工事（河川、砂防、急傾斜事業等）の実施及び監督に関すること。

・府工事（災害復旧事業）の取りまとめに関すること。

・水防及び防災の指導に関すること。
�８建築住宅室

・建築確認、建築確認許可の審査及び検査、違法建築物の指導に関すること。

・開発計画、開発許可及び宅地造成等の規制に関すること。

・府営住宅の維持管理に関すること。

2.20.2.事業の概要（道路）

2.20.2.1.道路の現況
（平成20年４月１日現在）

（資料：管理室、国土交通省京都国道事務所、各市町）
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2.20.2.2.主要道路の交通量

（資料：道路交通センサス）
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2.20.2.3.平成20年度重点施策（道路）
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2.20.3.組織図
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2.21.京都府道路公社綾部宮津道路管理事務所（舞鶴大江ＩＣ）

【京都府道路公社綾部宮津道路管理事務所（舞鶴大江ＩＣ）】

京都府道路公社については、「８ 京都府道路公社」に詳述しているのでここでは省略する。

３ 道路計画と進捗状況

3.1.「京の道づくり重点プラン」について

京都府では京都府の中期的な道路整備の方向をわかりやすく示すとともに、道路整備着手箇所の優先評価の考え方を

示し、今後10箇年の京都府の指針となるものとして、「京の道づくり重点プラン」を策定している。この「京の道づく

り重点プラン」の対象期間は平成20年度から10年間とし、必要に応じて見直すこととなっている。また、計画の対象と

なる事業は、京都府が実施する道路整備事業であるが、次のような記載がある。

３．計画の対象

府民に認知されている『新京都府総合計画』（平成13年策定）、また、『中期ビジョン』（平成17年３月策定）に位

置づけている京都縦貫自動車道、新名神高速道路、鳥取豊岡宮津自動車道の３路線については、整備促進を図る路

線とする。なお、その他の路線について事業化を具体化させるときには、事業評価を行うなど、改めて府民が認知

しやすい手続きを行う。

（以上、「京の道づくり重点プラン」より抜粋）

これによると、京都縦貫自動車道、新名神高速道路、鳥取豊岡宮津自動車道の３路線は、『新京都府総合計画』『新京

都府総合計画実現のための中期ビジョン』により「整備促進すべき路線」として、整備を前提とした位置付けとなって

いる。

しかしながら、平成13年や平成17年と現在では社会情勢が急激に変化しており、現時点で再評価を行うべきである。

次に、「京の道づくり重点プラン」では京都府の道路整備の原状と課題として次の６項目を挙げている。

１．自然災害に弱い道路

○ 現在の道路網は自然災害に対し脆弱

○ 孤立集落発生の危険

○ 緊急輸送道路の信頼性が低い

２．生活に密着した道路が整備途上

○ 依然として多い交通安全事故
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○ 高齢化社会に対応できていない歩行空間

○ 密集市街地の防災空間としての道路が整備途上

○ 市町村合併による生活圏の広域化

○ 医療施設までのアクセスが長い

○ 車に頼らざるを得ない地域が多い現状

３．地域で異なる活力の課題

○ 高速道路がつながっていないため、円滑な人・物の流れに支障

○ 発展著しい東アジアに近い京都舞鶴港を活用するための道路が不充分

○ 学研都市のまちづくり支援

○ 依然として発生する都市部の渋滞

４．地域の魅力が活かされていない

○ 地方部の人口流出が「まちの機能」低下に拍車

○ 地域資源や文化を活かしきれていない

５．環境問題

○ 京都府各地の渋滞発生による地球環境負荷の増大

○ 良好な生活環境、自然への配慮が求められる

６．維持管理問題

○ 架設後50年以上の橋梁の割合が20年後には40％を超える

○ 維持修繕費が急増することが懸念される

以上、６項目のうち、今後において特に重要な課題は６項目目の維持管理問題であると考える。なぜなら、モータリー

ゼーションの急激な発達とともに道路も急激な建設が行われてきた。そのため、橋梁等の寿命も一度に迎えることにな

る。一方、道路関係事業費は国や府の財政が圧迫しているため減少の一途をたどっている状況にある。そのため、その

限られた予算を道路の安心・安全を確保するために、橋梁の架け替えや道路の維持修繕に集中する必要がある。よって、

道路の新設や大改良については、道路の維持管理に係る費用が充分に確保できた上で選択すべきと考えるのである。

また、「京の道づくり重点プラン」では道路整備の重点施策として【図3.1】を示している。

【図3.1】道路事業の重点施策

ここに示された重点施策は17項目と多岐にわたっている。確かに、予算が潤沢であれば、これらのいずれの施策の実

行も可能であろう。しかしながら、現状では国、京都府とも財政は逼迫しており、道路関係事業費は削減の一途をたど

っている。よって、重点施策の17項目についても選択と集中が必要と考える。この点につき、同プランでは評価項目に

重み付けを行い、優先順位を付けて事業を行うこととしている。
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さらに、「京の道づくり重点プラン」では、道路整備の進め方の基本方針として、次の２項目を挙げている。

①府民に見える「選択と集中」による効果的な事業実施

②府民ニーズに応える透明性が高く、効率的な事業実施

これらの項目はいずれも現実に即した考え方であり、監査人の考えとも一致するものである。しかしながら、「京の

道づくり重点プラン」で道路事業の進め方として道路新規着手箇所の優先評価の方法を示しているが、高速道路網の整

備については次のように優先評価の対象外としている。

Ⅰ高速道路網の整備

・ 「新京都府総合計画」や「中期ビジョン」に位置付けられている京都縦貫自動車道、新名神高速道路、鳥取豊

岡宮津自動車道の３路線については、整備促進を図る路線とする。

→ 優先評価の対象外

・ その他の路線については、事業化を具現化させるときには改めて事業評価を行うなど、府民に認知され易い手

続きを行う。

（以上、「京の道づくり重点プラン」より抜粋）

このことは、先に抜粋したとおり「京の道づくり重点プラン」の冒頭における計画の対象にも同様の記載をしている。

しかしながら、高速道路網こそ建設コストがかさむ事業であり、優先評価を行って是非を検討すべきである。なぜなら、

高速道路を実際に着工するに際しては、区間ごとに事業評価を行うとしているが、路線としての整備を前提としている

以上、たとえ区間ごとの事業評価の結果、着工が困難との結果が出ても、容易に着工の中止が決断されるとは考えられ

ないからである。

最後に、「京の道づくり重点プラン」は、当初、「京の道・10箇年計画」として、10年後の様々な道路の姿を示してい

たところである。ただし、この前提として各年度の事業費を平成20年度と同じレベルで推移（年度ごとの変動は許容）

したと仮定して、将来像を描いたものである。

しかしながら、今般のリーマンショックに始まった世界的金融不況の経済状況下にあって、事業費を平成20年度と同

じレベルで推移すると仮定するのは無理な状況にある。さらに、自動車業界の業績不振も鑑みると、今後の自動車保有

台数は減少の一途をたどることが想定され、より現実的な10年後の姿に早期に修正する必要がある。より現実的な10年

後の姿に修正する必要があったと考える。

なお、ここで紹介した「京の道づくり重点プラン」は、前述のとおり当初「京の道・10箇年計画」として、平成19年

８月から外部の有識者からなる「京都府の道づくり検討委員会」で議論を重ねてきた。しかしながら、平成19年末ごろ

から、国において道路特定財源の一般財源化、地方分権改革の議論が本格化し、今後の見通しが極めて不透明となった。

そこで、平成20年９月の第４回委員会において、10年後の具体的な道路の姿を示すことが困難になったことを前提に、

平成20年度からの10年間を念頭においた、京都府の道路整備の羅針盤として位置付ける、「京の道づくり重点プラン」

に変更している。

＜優先評価にかかる京都府の見解＞

新名神高速道路については、衆参議院議員及び学識経験者からなる国の国土開発幹線自動車道建設会議を経て、

着工されることとなっているものであり、京都縦貫自動車道については、国が高規格幹線道路として位置づけて整

備されており、現在未供用の区間についても全て事業化されている。

「京の道づくり重点プラン」で位置づけた優先評価の考え方は、京都府が実施する道路整備事業を対象としてい

るので、新名神高速道路と京都縦貫自動車道については、京都府が優先評価を行う対象ではない。

なお、京都府ではこれら２路線については、次のとおり非常に重要な道路であると考えており、国等に対し早期

整備を要望している。

・ 新名神高速道路については、現在の名神高速道路が琵琶湖西岸断層の上にあって、国土防災上の観点から問題

があるにも拘わらず、東京～名古屋間が第二東名を含め、３本の高速道路で結ばれるのに対し、関西は名神高速

道路しかない状況であり、国家の危機管理上の課題として捉えなければならない道路である。また、慢性的に混

雑している名神高速道路に対する第二国土軸として、関西経済の発展のためにも是非全線開通しなければならな

い道路であると考えている。

・ 京都縦貫自動車道については、南北に長い京都府の均衡ある発展のため、現在整備中である京都舞鶴港と、中

部の工業団地群、南部の関西文化学術研究都市等を結ぶ南北軸の一翼を担う道路として京都にとって大変重要な

道路である。また、平成16年の台風23号時に唯一通行できたのが京都縦貫自動車道であることからも、府民の安
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心・安全を確保する命の道路であると考えている。

鳥取豊岡宮津自動車道については、高規格幹線道路に準じる地域高規格道路であり、府域の区間は京都府が整備

している。同自動車道は、府北部地域の産業振興やまちづくり、観光振興を支えるとともに、災害時の緊急輸送道

路として、また、医療施設への救急搬送ルートとして、府民の命を守る上でも大変重要な道路である。

また、京都縦貫自動車道や北近畿豊岡自動車道、山陰自動車道を連結し、環日本海地域の物流を担い、日本海沿

岸地域の高速ネットワークのためにも欠かせない道路でもある。このため、他の府道等とは区別して、「京の道づ

くり重点プラン」の優先評価の対象外としている。

ただし、新たな事業工区の着手前には、他の新規事業箇所と同様に「事前評価」を行い、新規事業着手の妥当性

を判断することとしている。

なお、「京の道づくり重点プラン」の優先評価は、京都府が管理する道路で今後新規に改良事業に着手する必要

のある箇所について、その箇所における課題の大きさを客観的に評価し、事業を行う必要性を判断する材料の１つ

とするものである。

一方、事業評価は、新規に事業着手する前に行う「事前評価」と事業着手後一定年が過ぎた箇所について事業継

続の妥当性を評価する「再評価」がある。これらいずれも事業計画に対し、事業を巡る社会経済情勢や、費用対効

果分析、さらにコスト縮減や代替案立案の可能性等、事業の有効性、効率性を検証し、事業を行うことについての

妥当性を外部の公共事業評価審査委員会に諮るものである。

3.2.国、市町村との分担関係及び事業範囲について

国と京都府における一般国道及び府道を新設する際の負担割合は【表3.2-1】のとおりである。これによると、一般

国道であっても指定区間外であれば京都府が２分の１を負担し、指定区間内の国直轄事業であっても京都府が３分の１

を負担しているのがわかる。一方、府道については主要な府道であれば国の補助対象となる場合があるものの、それ以

外は京都府が全額負担することになる。また、維持管理については一般国道の指定区間内では国の負担があるが、一般

国道の指定区間外や府道においては街路事業や圃場整備関連事業等で一部例外があるものの、原則は京都府の全額負担

となっている。

【表3.2-1】一般国道と府道の負担割合

このように、京都府は府道に関する費用のみならず、一般国道についても費用負担を行っていることになる。特に、

国直轄事業である一般国道の指定区間内の新設においても、京都府が３分の１を負担していることはこれまでは世間一

般にはあまり知られていなかったと思える。このことは、今般の大戸川ダムの建設にあたり、国直轄事業でも周辺府県

に相応の負担があり、各府県の財政事情等から京都府、大阪府、滋賀県の三知事が建設凍結を求める共同意見を公表し

たことから注目され周知された感がある。

一方、一般国道、府道のいずれについても、一部を除き市町村の負担がない点に注目すべきと考える。なぜなら、今

回の監査において、府道の視察を実施したが、監査人の印象としては府道というよりも市町村道であってしかるべきで

はないかと思われる府道が多数存在している。このような府道について、市町村の負担がないというのは理解しがたい
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部分がある。たとえば、京都府が進めている1.5車線的道路整備などは、２車線整備が都市計画道路整備の基本である

にも拘らず、一部区間の拡幅、交差点改良、交通規制を含めた現道を有効利用するといった、柔軟な道路整備を行うも

のであり、より現実的な施策である点は評価できる。しかしながら、1.5車線的道路整備の検討対象となる、日交通量

が4,000台未満の道路が、果たして府道である必要があるのであろう、という根本的な疑問が涌いてきた。むしろ、こ

のような道路については市町村道として市町村が地域の意向等を調整して整備を実施したほうが、よりきめ細やかな対

応が行えるのみならず、コスト削減にもつながると考えるからである。

そこで、原点に立ち返り、府道及び市町村道の定義について考えてみることにした。府道の定義は「道路法」に規定

されており、当該条文は次のとおりである。

（都道府県道の意義及び路線の認定）

第７条 第３条第３号の都道府県道とは、地方的な幹線道路網を構成し、且つ、左の各号の一に該当する道路で、

都道府県知事が当該都道府県の区域内に存する部分につき、その路線を認定したものをいう。

１．市又は人口５千以上の町（以下これらを「主要地」という。）とこれらと密接な関係にある主要地、港湾法第

２条第２項に規定する重要港湾若しくは地方港湾、漁場漁港整備法（昭和25年法律第137号）第５条に規定する第

２種漁港若しくは第３種漁港若しくは飛行場（以下これらを「主要港」という。）、鉄道若しくは軌道の主要な停車

場若しくは停留場（以下これらを「主要停車場」という。）又は主要な観光地とを連絡する道路

２．主要港とこれと密接な関係にある主要停車場又は主要な観光地とを連絡する道路

３．主要停車場とこれと密接な関係にある主要な観光地とを連絡する道路

４．２以上の市町村を経由する幹線で、これらの市とその沿線地方に密接な関係がある主要地、主要港又は主要停

車場とを連絡する道路

５．主要地、主要港、主要停車場又は主要な観光地とこれらと密接な関係にある高速自動車国道、国道又は前各号

の一に規定する都道府県道とを連絡する道路

６．前各号に掲げるものを除く外、地方開発のために特に必要な道路

（市町村道の意義及びその路線の認定）

第８条 第３条第４号の市町村道とは、市町村の区域内に存する道路で、市町村長がその路線を認定したものをい

う。

（以上、「道路法」より抜粋）

この「道路法」は昭和27年に策定されたもので、モータリーゼーションが発達した現状の道路網とは即さない部分も

ある。また、そもそも道路はつながっているため、区間の取りようにより解釈が難しい面がある。しかしながら、府道

である以上、第７条第１号の「市又は人口５千以上の町（以下これらを「主要地」という。）とこれらと密接な関係に

ある主要地とを連絡する道路」、すなわち、少なくとも２市町村を結んでいる必要があると考えた。

そこで、昨今のいわゆる平成の大合併により、京都府下においても多数の市町村合併が行われているため、この条件

を満たさない府道が存するかについて京都府に問い合わせた。その結果、【表3.2-2】のとおり、３箇所ではあるが条件

を満たしていないことが判明した。

【表3.2-2】１市町村で完結している府道

※１ 網野峰山線 （京丹後市）：実延長 8,574.9ｍ

園部平屋線 （南丹市） ：実延長 28,109.3ｍ

※２ 木津加茂線 （木津川市）：実延長 4,517.9ｍ

確かに、３路線といえば少なく思えるが、そもそも道路はつながっており、たとえば３市町村を結んでいる路線であ

っても、近くにバイパス等の、より便利な道路が開通し、旧来の道路はその沿線の住民が生活道として使用している場

合なども考えられる。よって、このような視点から見直せば、元来は府道としての機能を果たしていたが、現在は地元

住民の生活道としての役割に変化したような道路は多数存在すると考える。

そこで、このような道路は府道としての役割を終えたと考え、市町村道にすべきではなかろうか。
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この点につき、京都府の見解は次のとおりである。

＜京都府の見解＞

府管理道路延長の推移は【表3.2-3】のとおりで、バイパス築造後に旧道を市町村に移管すること等により、30

年以上にわたって府管理道路が不必要に増加しないよう、抑制しているところである。

ここ10年の路線認定及び路線廃止の事例をみても、路線認定０件、路線廃止３件という状況で、バイパスの新築

により、府道として管理する必要が薄れた府道については、積極的に市町村道への移管を図っているところである。

一方、バイパスの新築を伴わず、単純に、現在、府が管理している道路を市町村道として移管する場合は、一般

国道（指定区間）の都道府県道移管と同様に市町村から必要な予算措置を求められることが想定される。

府としては、道路のネットワークとして、府が管理するべき路線なのかどうかを基準に、今後とも、市町村と協

議しながら、府道として必要な路線を管理していくこととしている。

【表3.2-3】京都府管理道路に係る統計数値の推移

（各年度４月１日現在、単位：㎞、％、政令市除く）


